
27年国調 83,386 人 産  業  構  造 人口集中地区人口    都道府県名 団体名  市町村類型 Ⅱ－３

平成２９年度

平成２９年度平成２９年度

平成２９年度 人   口 22年国調 90,066 人  ２７年国調 8,165 人  Ｈ２９年度

増減率 △ 7.42 ％

区分 ２７年国調 ２２年国調

２２年国調 9,050 人    栃  木  県

   栃  木  県   栃  木  県

   栃  木  県 日光市

日光市日光市

日光市 〔092061〕

〔092061〕〔092061〕

〔092061〕  地方交付税種地   １－２

住民基本 H30.3.31 83,217 人 第１次 2,169 人 2,315 人 面  積(k㎡) 1449.83  H30.3.31

決 算 状 況

決 算 状 況決 算 状 況

決 算 状 況 H29.3.31 84,445 人 5.1 ％ 5.1 ％ 人口密度 57.51

台帳人口

増減率 △ 1.45 ％          (人) 指定団体等 区           分 平成29年度 平成28年度

    歳  入  の  状  況      (単位  千円：％） 第２次 11,275 人 12,549 人 27年国調世帯数 収     （千円）         （千円）

区    分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 26.7 ％ 27.8 ％ 32,658 の指定状況 歳入総額 A 46,486,216 44,685,218

地方税 13,533,637 29.1 13,089,494 54.6 22年国調世帯数 支 歳出総額 B 44,856,632 42,895,017

地方譲与税 411,232 0.9 411,232 1.7 第３次 28,846 人 30,285 人 33,926 旧新産 × 歳入歳出差引 (A-B) C 1,629,584 1,790,201

利子割交付金 14,166 0.0 14,166 0.1 68.2 ％ 67.1 ％ 17年国調世帯数 旧工特 × 状 翌年度に繰り越すべき財源         D 101,985 97,215

配当割交付金 43,128 0.1 43,128 0.2 33,790 低開発 × 実質収支 (C-D) E 1,527,599 1,692,986

株式等譲渡所得割交付金 45,685 0.1 45,685 0.2 旧産炭 × 況 単年度収支 F △ 165,387 △ 81,467

地方消費税交付金 1,581,805 3.4 1,581,805 6.6 山振 ○ 積立金 G 2,205 7,873

ゴルフ場利用税交付金 77,886 0.2 77,886 0.3 過疎 ○ 繰上償還金 H

特別地方消費税交付金 0.0 0.0 市 町 村 税 の 状 況     （単位  千円：％） 首都 × 積立金取崩し額               I 300,000 400,000

自動車取得税交付金 114,060 0.2 114,060 0.5 区        分 収入済額 構成比 超過課税分 近畿 × 実質単年度収支 (F+G+H-I) J △ 463,182 △ 473,594

地方特例交付金等 36,137 0.1 36,137 0.2 普通税 12,701,233 94 179,133 中部 ×

地方交付税 9,682,532 20.8 8,443,864 35.3   法定普通税 12,701,233 93.8 179,133 市町村圏 ×

   普通 8,443,864 18.1 8,443,864 35.3 個人均等割 153,577 1.1 財政再建 × 給料月額 一人当たり平均

   特別 1,238,552 2.7 0.0 市町村 所得割 3,577,868 26.4 指数表選定 ○ 区       分 職員数     （百円） 給料月額(百円)

   震災特別 116 0.0 0.0 民  税 法人均等割 298,939 2.2 52,214 財源超過 × 一 一般職員 708 2,271,972 3,209

25,540,268 54.9 23,857,457 99.7 法人税割 642,317 4.7 126,919 般 うち技能労務員 34 109,752 3,228

交通安全交付金 9,049 0.0 9,049 0.0     固定資産税 7,189,136 53.1 職 教育公務員 8 31,936 3,992

分担金、負担金 184,739 0.4 0.0       うち純固定資産税 6,600,206 48.8 員 消防職員 189 560,952 2,968

使用料 581,881 1.3 28,683 0.1     軽自動車税 230,828 1.7 等 臨時職員 0

手数料 200,208 0.4 0.0     市町村たばこ税 608,288 4.5   合   計

  合   計  合   計

  合   計 905 2,864,860 3,166

国庫支出金 4,585,329 9.9 0.0     鉱産税 280 0.0

国有提供交付金 0.0 0.0     特別土地保有税 0.0 議員公務災害 ○ ごみ処理 × 区  分 定  数   適用開始年月日 (報酬)月額(百円)

都道府県支出金 2,770,825 6.0 0.0   法定外普通税 0.0 消防公務災害 ○ 火葬場 × 特 市区町村長 1 H18.3.20 9,600

財産収入 149,551 0.3 38,419 0.2 目的税 832,404 6.2 0 退職手当 ○ 常備消防 × 別 副市区町村長 1 H24.4.1 7,600

寄附金 105,909 0.2 0.0   法定目的税 832,404 6.2 0 母子通園ホーム × 小学校 × 職 教育長 1 H18.3.20 6,750

繰入金 702,896 1.5 0.0        内 入湯税 388,261 2.9 老人福祉 × 中学校 × 等 議会議長 1 H18.3.20 4,900

繰越金 1,790,201 3.8 0.0 事業所税 0.0 伝染病 × 都市競輪 × 議会副議長 1 H18.3.20 4,100

諸収入 1,652,660 3.6 1,751 0.0 都市計画税 444,143 3.3 し尿処理 × 市場 × 議会議員 26 H26.4.23 3,800

地方債 8,212,700 17.7 0.0        訳 水利地益税等 0.0 高齢者医療 ○

   うち減収補てん債（特例分） 0.0 0.0   法定外目的税 0.0

   うち臨時財政対策債 1,597,000 3.4 0.0 旧法による税 0.0

歳 入 合 計

歳 入 合 計歳 入 合 計

歳 入 合 計 46,486,216 100.0 23,935,359 100.0     合     計

    合     計    合     計

    合     計 13,533,637 100.0 179,133

    性  質  別  歳  出  の  状  況     （単位  千円：％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位  千円：％） 区    分   （単位  千円）

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率          区       分 決算額(A) 構成比 基準財政収入額 11,334,510

人件費 7,829,098 17.4 7,471,784 7,418,623 29.1 議会費  316,522 0.7 316,522 基準財政需要額 19,020,238

   うち職員給 5,252,316 11.7 4,951,572 0.0 総務費 7,724,675 17.2 3,101,267 4,219,265 標準税収入額 14,465,510

扶助費 7,013,259 15.6 2,490,679 2,488,708 9.7 民生費 13,020,047 29.0  740,400 6,659,860 標準財政規模 24,506,596

公債費 5,067,162 11.3 4,865,197 4,865,197 19.1 衛生費 3,431,084 7.6 406,931 2,645,731 0.606

内 元利償還金 5,066,999 11.3 4,865,034 4,865,034 19.1 労働費 39,249 0.1 37,942 実質収支比率 6.2

訳 一時借入金利子 163 0.0 163 163 0.0 農林水産費 1,036,683 2.3 420,454 493,481 97.7

19,909,519 44.3 14,827,660 14,772,528 57.9 商工費 3,419,905 7.6 642,544 1,467,851 104.2

物件費 6,759,573 15.1 5,699,772 5,365,206 21.0 土木費 4,107,680 9.2 1,968,611 2,463,891 公債費負担比率 16.4

維持補修費 712,223 1.6 636,909 636,823 2.5 消防費 2,558,110 5.7 926,624 1,662,001 公債費比率 7.9

補助費等 2,495,692 5.6 1,827,730 1,346,734 5.3 教育費 4,104,124 9.1 589,221 3,249,248

34,031 0.1 34,031 34,031 0.1 災害復旧費 31,391 0.1 6,252 積立 財調 3,764,552

繰出金 4,224,580 9.4 3,649,826 2,685,041 10.5 公債費 5,067,162 11.3 4,865,197 金現 減債 1,169,820

積立金 154,296 0.3 32,010 0.0 諸支出金 0.0 在高 特定目的 4,875,688

1,773,760 4.0 265,867 65,977 0.3 前年度繰上充用 0.0 地方債現在高 58,417,383

前年度繰上充用金 0.0 実質赤字比率 ％     うち政府資金 23,359,613

投資的経費 8,826,989 19.7 1,147,497 ％ 歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 44,856,632 100.0 8,796,052 28,087,241 債務 物件等購入 26,000

   うち人件費 334,207 0.7 334,207 実質公債費比率 5.6 ％ 717,992 実質収支 313,209 負担 保証、補償

普通建設事業費 8,796,052 19.6 1,141,699 将来負担比率 58.9 ％ 13,163 国 再差引収支 236,238 行為 その他 9,223,203

内   うち補助 2,213,520 4.9 160,598 1,044,902 保 加入世帯数 13,229 額 実質的なもの

  うち単独 6,582,532 14.7 922,745 経常経費充当 公営事業 499 会 被保険者数 21,019 収益事業収入

訳 災害復旧事業費 30,937 0.1 5,798 一般財源等計 24,872,309 千円 1,012,453 計 303,361

失業対策事業費 0.0 経常収支比率 97.4 ％ への繰出 37,041 の 現

現年計：合計

97.6　：　93.2

後期高齢(法非適) 1,353,406 状 徴年 市町村税

103.9 ％ 102,059 況 収分  現年分：計 98.3　：　96.4

歳入一般財源等 29,716,825 千円 44,930 率 ・ 純固定資産税

歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 44,856,632 100.0 28,087,271 ラスパイレス指数 99.0 (29年4月1日現在) 　計 現年分：計 96.8　：　90.7

   うち一部組合負担金

投資、出資金、貸付金

(A)のうち普通建設事業費

介護保険事業（法非適）

国保事業(法非適)

国保直診(法非適)

下水道(法非適)

市場（法適用、想定企業会計）

〃(分子に臨財債含む)

110

上水道（法適用）

一人当たり平均給料

保険料収入 99

土地開発基金現在高

経常一般財源等比率

(A)の充当一般財源等

財政力指数 27-29

保険給付費

国庫支出金

観光施設(法非適)

（一般財源計）

（一般財源計）（一般財源計）

（一般財源計）

（義務的経費計）

（義務的経費計）（義務的経費計）

（義務的経費計）

(臨財債、減税補て

ん債（特例分）除

く）

被保険

者一人

当たり

介護サービス事業（法非適）

連結実質赤字比率

一部事務組合加入の状況
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